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研究要旨 

2024 年 4 月に医師の時間外労働の上限規制が適用されることとなり、その施行に向け、その方策の一つ

にタスクシフト/シェアが挙げられた。本分担研究で選定した施設は、医師の時間外労働の上限規制が

施設に対して行われていることを鑑み、タスクシフト/シェアを推進させるために、病院長補佐をリー

ダーとして様々な院内会議を通じて病院経営を考慮した合理的な「業務改善」の計画を立案、実行し、

診療放射線技師に一部行為をタスクシフト/シェアされることが決定された施設である。 

 病院経営側への業務改善の主な説明内容は①タスクシフト/シェアの説明、②看護師の確保は病院の

課題であり、診療放射線技師で補う有用性、③安全運用のための on the job (OJT)などの院内教育シス

テムの構築（要請）、④造影加算点数の計上（撮影料に加え、人件費を提示）⑤業務増加に伴い、診療放

射線技師の増員である。特に診療放射線技師の増員に関しては、これまで看護師が実施していた静脈穿

刺と抜針作業の業務移管に伴う看護師の配置転換計画案を提出した。7 名の看護師を 4名減の 3 名とし、

診療放射線技師 2名増員し、結果的に 2名の医療従事者の削減でこれまで同様の業務を達成している。

診療放射線技師の活用でスループットの向上が図れ、検査の患者待ち時間が減少する効果もみられてい

る。 

CT・MRI 造影検査のための静脈路確保と核医学検査の放射線医薬品の投与を新たに業務開始するため

の実践方法は、①人員の確保（合理的な人員配置）、②静脈路確保に起因するリスクの認識、③スタッフ

への万が一の時のフォロー体制の明示、④静脈穿刺不可能なスタッフへの配慮、④継続的なスキルアッ

プ学習の推進、⑤医師・看護師からの継続的な技術の習得をポイントと考え、業務シフトの準備を実施

していた。看護師と同様の教育プログラム研修を診療放射線技師も受講し、副作用や血管外漏出などの

対応を含め、医師及び看護師とのサポート体制を築き、安全性を担保しながら静脈穿刺から抜針止血ま

での業務を実施するに至っていた。 

波及効果として、タスクシフト・シェアの開始とともに、看護師、医師との連携意識が向上し、診療

放射線技師の安全管理への意識が大きく向上した。また、OJT を通じて、部門間のコミュニケーション

の機会が増加し、チーム医療としての質向上にも寄与した。静脈路確保業務を行うことで、診療放射線

技師自体のモチベーションも大幅に向上した。 

本研究の結果より、既にタスクシフト/シェアをすることが決まっている施設が実践するための一つ

の指標として、済生会川口病院の手順や調整部分の仕組みは、どの医療移設の部門や職種、実施内容に

おいても有効であることが示唆された。これらより、本施設の事例である上記方法は恒常的かつ広域的

な手法として各医療施設に向けてタスクシフト/シェアを推進させるため、具体的に提示できる一つの

方法となりえると考えられる。 
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Ａ. 研究目的 

【背景】令和３年７月９日医政発 0709 第 7

号「臨床検査技師等に関する法律施行令の

一部を改正する政令等の交付について」が

厚生労働省医政局長より発令され、放射線

部門でのタスクシェア推進のために診療放

射線技師は新たな業務範囲拡大に取り組む

必要となり、そのひとつとして静脈路確保

と核医学検査の放射線医薬品の投与がある。

本業務は患者の安全・検査精度の向上・業

務のワークフロー改善に繋がることが期待

される。そのため、多くの医療機関でタス

クシフト/シェアを調整及び実践するため

の一つの指標となる事例を集める必要があ

る。 

 

【目的】 

現在様々なタスクシフト/シェアの内容

を各医療施設が選択して取り組んでいる中

で、本研究では、多くの施設が参考にでき

る方法により調整部分を整えている施設を

例として示すことで、凡庸性ある調整の仕

方について周知することを目的とする。 

この目的の下、済生会川口総合病院では、

タスクシフト/シェアを推進させるために、

病院長補佐をリーダーとして様々な院内会

議を通じて病院経営を考慮した合理的な

「業務改善」の計画を立案し実行した。そ

の実施体制の整え方、多職種の連携の仕方

などを学ぶことを本視察の目的とした。 

 

Ｂ．研究方法  

地域医療の中核を担っている中規模施設

において、汎用性のある方法で静脈路確保

についてのタスクシフト/シェア実現して

いる施設を日本診療放射線技師会より推薦

を受け、ヒアリングにより状況調査を実施

した。 

 

対象：診療放射線技師 

＜研究協力＞ 

済生会川口総合病院 

病院長補佐 富田博信氏 

放射線技術科 科長 志藤正和氏 

放射線技術科 副科長 城處洋輔氏 

 

Ｃ. 研究結果 

1. 施設：済生会川口総合病院 

機能：急性期 

病床数：424 

標榜科：26科 

職員数：1270名（医師 279 名、看護 

師 553名、診療放射線技師 37名、他） 

部門：診療技術部放射線技術科  

内容：診療放射線技師を例とした静脈路確

保（CT 検査、MRI 検査）と核医学検

査の放射性医薬品の投与のタスクシ

ェア推進のために必要な取組み 

 

2. 実施するための取組み 

1)新たな業務開始のためのポイント 

 CT,MRI造影検査のための静脈路確保と核

医学検査の放射線医薬品の投与を新たに業

務開始するためのポイントを以下のように

考えた。 

・人員の確保（合理的な人員配置） 

・静脈路確保に起因するリスクの認識 

・スタッフへの万が一の時のフォロー体制 

の明示 

・静脈穿刺不可能なスタッフへの配慮 

・継続的なスキルアップ学習の推進 

・医師、看護師からの継続的な技術の習得  

 

2）業務シフトの準備 

当該施設では、現状の多忙な業務の中で、

診療放射線技師に静脈路確保業務を新たに

実施するにあたり、まずモチベートが必要

と考え、放射線技術科内の 

① 管理職会議にて各モダリティ検査の

ための静脈確保業務を行う方針を決

定 

② 放射線技術科リーダー（各セクション

チーフ）会議にて意思確認 

③ 全体会議にて診療放射線技師全員に

方針説明 
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次に放射線科医師、看護部の外来看護師長

→看護部長→IV担当看護師へ順次、注射業

務シフトの説明と業務遂行のための支援の

相談を実施し了承を得た。 

その上で、病院経営側に院内の合理的業

務分担について説明・相談を実施し、最終

的に医師、看護師業務改善委員会へ提案し

了承された。 

病院経営側への説明は以下である。 

・タスクシフト/シェアの説明 

・看護師の確保は病院の課題であり、診療 

放射線技師で補う有用性 

・安全運用のための OJT などの院内教育 

システムの構築（要請） 

・造影加算点数の計上（撮影料に加え、人件 

費を提示する） 

・臨床検査技師、臨床工学士とともに院内 

アピール 

・業務増加に伴い、診療放射線技師の増員 

は必須 

特に診療放射線技師の増員に関しては、

これまで看護師が実施していた静脈穿刺と

抜針作業の業務移管に伴う看護師の配置転

換計画案を提出した。7 名の看護師を 4 名

減の 3名とし、診療放射線技師2名増員し、

結果的に 2 名の医療従事者の削減でこれま

で同様の業務を達成している。診療放射線

技師の活用でスループットの向上が図れ、

検査の患者待ち時間が減少する効果もみら

れている。 

 

3）実施までの教育 

 告示研修では、静脈穿刺を含めた造影 CT

業務における知識と最低限の穿刺技術を習

得は可能である。しかし、実際には皮膚が

動く、血管が細い、血管が脆いなどのファ

ントムでは体験できない因子がある。そこ

で当該施設では、看護師と同様の教育プロ

グラム研修を診療放射線技師も受講し、副

作用や血管外漏出などの対応を含め、医師

及び看護師とのサポート体制を築き、安全

性を担保しながら静脈穿刺から抜針止血ま

での業務を実施している。 

造影剤の投与（CT, MRI）に関して、ステ

ップ３まで研修することで運用開始した

（図１ IV 研修ステップ）。告示研修を修了

した診療放射線技師から順次院内研修を開

始した。はじめに院内 IV ナースによる講

義、続いて院内 IV ナースによる実技研修、

その後実技試験、合格するとファントムを

用いての穿刺訓練、現場での実技研修、院

内 IV ナースによる評価、基準に達すれば合

格となり研修終了となる。IV ナースによる

評価基準は 0〜4項目で、全 25 項目が１の

評価で業務自立となる。（別紙 CT室チェッ

クリスト（専門編））。 

4: 知識としてわかる 

3: 演習でできる 

2: 指導のもとでできる 

1: できる 

０：未実施 

 

項目の主な内容 

1． 検査の準備ができる（7項目） 

・検査予定の患者データの確認ができる

（腎機能、同意書等の確認） 

・検査予定の造影剤使用ルート確保がで 

きる 

・留置針と耐圧チューブの確実な接続が 

できる    等 

2． 造影剤投与ができる（7項目） 

・インジェクターの操作ができる 

・造影剤投与時ルート確認し接続でき 

る 
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・ワンショット（手押し）の造影剤投与 

ができる   等 

3． 副作用発生時に業務マニュアルに沿っ

て対応できる（4項目） 

・バイタルサインの測定、医師に報告・ 

対応する手順が理解できる 

・電子カルテの患者基本にグレード登録 

ができる   等 

4． 検査後の対応ができる（7項目） 

・ルート抜針、止血説明ができる 

・造影剤使用時の記録ができる  等 

 

図１ IV研修ステップ  

 

4）実施後の取り組み 

診療放射線技師は自ら「静脈注射 技術

チェックリスト（放射線技師用）」を作成し、

業務に活用している（別添参照）。また、血

管外漏出時や副作用時などのトラブル時の

対応マニュアルを作成し、患者のトラブル

発症から必要な物品及び処置、連絡や報告

について記載してある。また、放射線科医

師、看護師、診療放射線技師の合同による

副作用対応のシミュレーションを実施する

ことで、副作用発生時に迅速に対応できて

いる。副作用発生時に、投与できないこと

は課題である。 

 

5)波及効果 

 タスクシフト・シェアの開始とともに、

看護師、医師との連携意識が向上し、診療

放射線技師の安全管理への意識が大きく向

上した。また、OJT を通じて、部門間のコミ

ュニケーションの機会が増加し、チーム医

療としての質向上にも寄与した。静脈路確

保業務を行うことで、診療放射線技師自体

のモチベーションも大幅に向上した。 

 

Ｄ. 考察  

 本研究によって、医師の時間外労働の上

限規制が施設に対して行われていることを

鑑みた上で、病院長補佐をリーダーとして

様々な院内会議を通じて病院経営を考慮し

た合理的な「業務改善」の計画を立案し実

行し、凡庸性のある方法で調整部分を整え

ているご施設のご意見について、その具体

的方策とともに実施により得られた効果を

確認することができた。 

 結果としてトップダウンという条件下で 

戦略的思考をもとに PDCA ループを循環さ

せる方策で得られる効果においては、診療

放射線技師の科内会議にてタスクシェア推

進の実現に向けた意見調整がなされたうえ

で、院内関係者間で提案が行われた調整結

果をもとに本研究によるヒアリング内容と

なっていると考えられる。 

 

Ｅ. 結論 

  

 本研究の結果より、既にタスクシフト/シ

ェアをすることが決まっている施設が実践

するための一つの指標として、タスクシフ

ト/シェアを推進させるための済生会川口

病院の手順や調整部分の仕組みは、どの部
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門や職種、実施内容においても有効である

ことが示唆された。 

これらより、本施設の事例である上記方

法は恒常的かつ広域的な手法として各医療

施設に向けてタスクシフト/シェアを推進

させるため、具体的に提示できる一つの方

法となりえると考えられる。 

 

Ｆ. 健康危険情報 なし  

Ｇ. 研究発表 なし 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 (予定

を含む)  

1. 特許取得 なし  

2. 実用新案登録 なし  

3. その他 なし  
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